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Ⅰ はじめに 

○ 都市計画は、社会経済情勢の変化を踏まえ適時適切な見直しが行われることが望ま

しく、都市の骨格を定める都市計画道路についても、コンパクト・プラス・ネットワ

ークなど都市の再構築の取組等を勘案しながら、目指すべき都市構造と対応したもの

であるか、再検証が求められる。 

〇 一方、平成 29年 3月末時点で、都市計画道路（幹線街路）の計画延長約 6.4万 km

のうち、整備に未着手である区間は約 2.0万 kmであり、割合にして 31.7%となってい

る。未着手区間の中には、当初の都市計画決定から長期間が経過しているものもあり、

このような路線は特に、上記の趣旨等を勘案しながら、再検証に積極的に取組むこと

が求められるものである。 

○ 社会経済情勢を踏まえた都市計画の適時適切な見直しという観点については、国土

交通省としても、技術的助言である「都市計画運用指針」の改訂にあたり、過去 3 度

（平成 12年、18年、23年）、地方公共団体において都市計画道路の必要性について再

検証を行い、その結果によっては、廃止や幅員変更などの都市計画変更を行うことを

助言してきたところである。この「都市計画運用指針」への記載がなされた平成 12 年

以後、全国の市区町村の約 8 割が都市計画道路の見直しを実施しており、一定程度取

組が推進しているものの、その実施状況は都道府県単位で見ても地域ごとに差がある

ものとなっていることや、前述の都市の再構築を踏まえた都市計画の内容の精査とい

う観点等をも鑑みれば、地方公共団体による更なる対応が望まれる。 

○ また、政府方針においても、『経済・財政再生アクションプログラム 2016（平成 28

年 12月 21日）』において「都市計画道路見直しについて、地域ごとの実情を把握した

上で、推進方策の取りまとめを行う」との記載がなされたほか、『経済財政運営と改革

の基本方針 2017（骨太方針：平成 29年 6月 9日）』において「都市計画道路の見直し

を加速する」との記載がなされるなど、取組が求められているところである。 

○ これらを背景に、平成 29 年 7 月に、本手引き（総論編）として、都道府県・政令

市の見直しガイドラインの整理等についてとりまとめ、発出を行った。さらに、社会

資本整備審議会の下部に位置付けられた都市計画基本問題小委員会においても都市計

画道路の見直しを議題として取扱い、『社会経済情勢の変化に対応した都市施設の整備

等について（平成 29年 12月 26日）』としてとりまとめを行った。 

○ 上記の方針や、『経済財政運営と改革の基本方針 2018（骨太方針：平成 30 年 6 月

15 日）』における「都市計画道路を見直す際の課題や対応策を手引きにとりまとめ、

横展開を図る」との記載などを踏まえ、本手引き（各論編）では、地方公共団体によ

る都市計画道路の更なる見直しの推進に資するよう、未着手都市計画道路を有する地

方公共団体が抱える見直しの課題を分析・整理するとともに、その対応策の事例を課

題別にとりまとめたものである。 
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※ 総論編については、平成 29 年 7 月の発出時は「第 1 版」としていたが、今般、各

論編を発出するに当たり、名称を改める。 

都市計画道路の見直しの手引き
総論編と各論編との関係

参
照
が
期
待
さ
れ
る
見
直
し
の
時
系
列

都道府県・政令市の見直しガイドラインの整理等

○ 見直しの手順
○ 見直しの対象路線抽出の考え方
○ 見直しの観点
－ 必要性に関する評価 － 実現性に関する評価
－ 総合評価等 － 変更・廃止の影響確認

全国の都道府県・政令市が策定した見直しガイドラインについて、
見直しの手順や観点等を整理し、都市計画道路の見直しの具体的
進め方を事例集としてとりまとめた手引き

都市計画道路の必要性の点検に関する事例の整理

○ 都市計画道路をめぐる最近の状況
○ 見直しの課題と対応策の取組事例
－ 地方公共団体が抱える見直しの課題
－ 見直し課題への対応策と取組事例

地方公共団体が抱える見直しの課題を整理し、実際に都市計画道
路の見直しを行った個別の事例に基づいた課題とその対応方策を
事例集としてとりまとめた手引き

総論編
（進め方）

各論編
（課題対応型）
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社会経済情勢の変化に対応した都市施設の整備等について  
とりまとめ 平成 29 年 12 月（抜粋） 

 

Ⅱ．都市計画道路の必要性の点検 

 

１．都市計画道路をめぐる現状と課題 

都市計画は、社会経済情勢の変化を踏まえ適時適切な見直しが行われることが望ま

しく、都市の骨格を定める都市計画道路についても、コンパクト・プラス・ネットワ

ークなど都市の再構築の取組等を勘案しながら、目指すべき都市構造と対応したもの

であるか、再検証が求められる。 

一方、平成 28年 3月時点で、都市計画道路（幹線街路）の計画延長約 6.4万 kmの

うち、整備に未着手である区間は約 2.1 万 km であり、割合にして 32.2%となってい

る。未着手区間の中には、当初の都市計画決定から長期間が経過しているものもあり、

このような路線は特に、上記の趣旨等を勘案しながら、再検証に積極的に取組むこと

が求められるものである。 

社会経済情勢を踏まえた都市計画の適時適切な見直しという観点については、国土

交通省としても、技術的助言である「都市計画運用指針」の改訂にあたり、過去 3度

（平成 12 年、18 年、23 年）、地方公共団体において都市計画道路の必要性について

再検証を行い、その結果によっては、廃止や幅員変更などの都市計画変更を行うこと

を助言してきたところである。この「都市計画運用指針」への記載がなされた平成

12 年以後、全国の市区町村の約 8 割が都市計画道路の見直しを実施しており、一定

程度取組が推進しているものの、その実施状況は都道府県単位で見ても地域ごとに差

があるものとなっていることや、前述の都市の再構築を踏まえた都市計画の内容の精

査という観点等をも鑑みれば、地方公共団体による更なる対応が望まれる。 

なお、公共事業関係費が近年横ばいで推移していることを勘案すると、予算の面か

ら考えても、必要性の高い路線・事業を選定し、予算を集中投資することが求められ

ている。 

 

２．都市計画道路の見直しの更なる促進に向けた基本的な考え方 

地方公共団体が都市計画道路の見直しを実施するにあたっては、主として国・県・

市等の関係主体間での協議・調整や、地域住民との変更・廃止に係る合意形成等が課

題となる場合が多い。また、これまで見直しを未実施である市町村は具体の進め方に

関する情報が蓄積・共有されていないことや、人口規模の小さい市町村においては、

公共事業全般を少人数の担当者で行っており見直しを行う体制の確保が難しい場合

がある等の課題が存在する。こういった課題に対しては、他の地方公共団体における

先行的な取組を共有することや、市町村に対し都道府県が指導・助言を行うなど、見

直しに必要な視点・内容や、効率的に進める方法の共有が取組の加速化に重要である

と考えられる。具体的な取組としては、都道府県・政令市の見直しガイドラインを収

集・整理し、その具体的進め方を手引きとしてとりまとめた『都市計画道路の見直し
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の手引き（第 1版）』が平成 29年 7月に発出されているが、都市計画道路の見直しを

行った個別の事例に基づいた課題とその対応方策など、実践的な内容についても共有

を図っていくことが考えられる。 

また、未着手の都市計画道路については、必要性の高い路線・事業への「選択と集

中」が求められており、その判断のためにも、都市計画道路の適時適切な見直しが求

められることから、その取組を促進する方策が必要と考えられる。 

なお、長期に未着手となっている路線は、適切な見直しを図るべきであるが、必要

と判断された路線でも、地方公共団体の裁量により、沿道周辺の土地利用状況や、円

滑な事業の推進への影響等を総合的に勘案し、都市計画法第 54 条各号に掲げる建築

物以外のもの（例えば 3階建ての木造建築物等）についても許可する運用が図られて

いる場合がある。 
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都市計画運用指針（抜粋） 

 

Ⅲ．都市計画制度の運用に当たっての基本的考え方 

Ⅲ－２ 運用に当たっての基本的考え方 

４．適時適切な都市計画の見直し 

都市計画は、法第２１条に変更に関する規定があるとおり、社会経済状況の

変化に対応して変更が行われることが予定されている制度であり、法第６条第

１項に規定する都市計画に関する基礎調査（以下「都市計画基礎調査」という。）

の結果や社会経済状況の変化を踏まえて、変更の必要性が吟味されるべきもの

である。 

しかし、一方で、都市計画施設の整備、市街地開発事業の実施、土地利用の

規制・誘導を行って、目指すべき都市像を実現するためには、相当程度長期間

を要することから、都市計画には一定の継続性、安定性も要請される。 

したがって、都市計画の変更を検討するに当たっては、その都市計画の性格

を十分に踏まえる必要があり、例えば、根幹的都市施設等継続性、安定性の要

請が強いと考えられるものについては、その変更はより慎重に行われるべきで

ある。これらの要請のバランスに留意しつつ、根幹的都市施設等継続性、安定

性の要請が強いと考えられる都市計画についても、例えば、長期にわたり事業

に着手されていない都市施設又は市街地開発事業に関する都市計画について

は、見直しのガイドラインを定めるとともに、これに基づき、都市の将来像を

踏まえ、都市全体あるいは影響する都市圏全体としての施設の配置や規模等の

検討を行うことにより、その必要性の検証を行うことが望ましく、都市計画決

定当時の計画決定の必要性を判断した状況が大きく変化した場合等において

は、変更の理由を明確にした上で見直しを行うことが望ましい。 

なお、法第２１条の２に基づく都市計画提案制度及び法第１６条第３項の条

例に基づく地区計画の申出制度に基づいて行われる民間主体等からの提案又

は申出については、行政側においてもこれを都市計画の見直しの必要性を判断

する機会と捉えて積極的に都市計画を見直す体制を整備することが望ましい。 

 

５．マネジメント・サイクルを重視した都市計画 

個別の都市計画についての適時適切な都市計画の見直しにとどまらず、更に

発展的に、マネジメント・サイクルを重視し、客観的なデータやその分析・評

価に基づく状況の変化や今後の見通しに照らして、都市計画総体としての適切

さを不断に追求してくことが望ましい。 

特に、立地適正化計画を作成した場合においては、おおむね５年ごとに施策

の実施状況について調査、分析、評価を行うことが望ましく、その結果、必要

があれば、立地適正化計画の変更に加えて、関連する都市計画の変更にも結び
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つけていくことが重要である。 

その際、都市計画基礎調査の結果等の活用を図ることが望ましい。 

また、これら都市計画総体としての取組を実施する場合には、その一環とし

て、長期にわたり事業に着手されていない都市施設又は市街地開発事業に関す

る都市計画等について、定期的に見直し候補を抽出するための検討を行うとと

もに、当該検討の結果を公表することが望ましい。 

このような取組により、都市計画に対する信頼性を高め、都市計画事業等都

市計画の実現手段の円滑性・実効性を増すこととなることが期待される。 

 

Ⅳ－２－２ 都市施設 

Ⅰ）都市施設全般にわたる事項 

２．都市施設に関する都市計画の見直しの考え方 

都市施設の計画については、都市計画基礎調査の結果等を踏まえ、地域整備

の方向性の見直しとあわせて、その必要性や配置、規模等の検証を行い、必要

に応じて都市計画の変更を行うべきである。 

この場合、目指すべき都市像を実現するために都市計画決定された都市施設

については、その整備に相当程度長期間を要するものであり、その実現に向け

一定の継続性が要請されるものであることから、変更は慎重に行われるべきも

のである。また、都市内においては個々の都市施設がそれぞれ個別に機能を果

たすものではなく、各施設が相互に組み合わさって総体として機能が発揮され

るものであることから、見直しに当たっては、そのような総合性、一体性の観

点から施設の配置、規模等についての検討を行うことが必要である。 

都市の将来像を実現するために都市計画決定されたが、その後長期にわたり

事業が行われていない施設の問題については、その計画の変更は慎重に行われ

るべきものではあるが、これまでの運用においては一度都市計画決定した施設

の都市計画の変更についてあまりにも慎重すぎたきらいもある。長期的にみれ

ば都市の将来像も変わり得るものであり必要に応じ変更の検討を行うことが

望ましい。 

この場合、都市施設の都市計画は都市の将来の見通しの下、長期的視点から

その必要性が位置づけられているものであり、単に長期にわたって事業に着手

していないという理由のみで変更することは適切ではない。都市施設の配置の

変更や規模の縮小、廃止は、個別の箇所や区間のみを対象とした検討を行うの

ではなく、都市の将来像を踏まえ、都市全体あるいは影響する地域全体として

の施設の配置や規模等の検討を行い、その必要性の変更理由を明らかにした上

で行われるべきである。 
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Ⅳ－２－２ 都市施設 

Ⅱ）施設別の事項 

Ａ．交通施設 

Ａ－２．道路 

２．道路の都市計画の考え方 

（８）道路に関する都市計画の見直し 

道路の都市計画については、都市計画基礎調査や都市交通調査の結果等を踏

まえ、また、地域整備の方向性の見直しとあわせて、その必要性や配置、構造

等の検証を行い、必要がある場合には都市計画の変更を行うべきである。この

場合、地域整備の在り方とあわせて、地域全体における都市計画道路の配置、

構造等についての検討を行うべきであり、また、過去に整備された道路の再整

備についても、必要に応じ検討を行うことが望ましい。また、都市計画道路の

変更を行う場合には、その変更理由を明確にした上で行うべきである。 

長期にわたり未整備の路線については、長期的視点からその必要性が従来位

置づけられてきたものであり、単に長期未着手であるとの理由だけで路線や区

間毎に見直しを行うことは望ましくないが、目指すべき都市構造を踏まえ必要

と判断される場合は、都市全体あるいは関連する都市計画道路全体の配置等を

検討するなど都市計画を見直し、必要に応じて都市計画を変更するべきである。

これらの見直しを行う場合には、都市計画道路が整備されないために通過交通

が生活道路に入り込んだり、歩行者と自動車が分離されないまま危険な状態で

あるなど対応すべき課題を明確にした上で検討を行う必要がある。 

都市計画道路の廃止や幅員の縮小は、例えば都市の将来像の変更に伴い想定

していた市街地の拡大が見直されるなどにより当該道路の必要性がなくなっ

た場合や、都市計画道路の適切な代替路線を別途計画する場合等が考えられる

が、変更を行う場合にはその変更理由を明らかにした上で行うべきである。ま

た、代替路線を計画する場合は、新たな建築制限が課される関係者を含めた地

域社会の合意形成の必要性も念頭において検討を行うことが必要であると考

えられる。 
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Ⅱ 本論 

 

1. 都市計画道路をめぐる最近の状況 

（１） 都市計画を取り巻く背景 

○人口減少等の社会経済情勢の変化から、持続可能な社会を構築していくために、コ

ンパクト・プラス・ネットワークの取組の重要性が高まっている。 

○ 各地方公共団体においても、立地適正化計画の策定が進むなど、都市の再構築に

向けた取組を進めているところである。 

 

都市計画道路は、高度経済成長期における都市の拡大を前提に決定されたものが多く、

近年の人口減少、低成長等の社会経済情勢の変化を踏まえ適時適切な見直しが行われる

ことが望ましく、コンパクト・プラス・ネットワークなど都市の再構築の取組等の重要

性が高まっている。 

各地方公共団体においても、平成 26 年 8 月 1 日に施行された都市再生特別措置法の

改正により全国各地でコンパクト・プラス・ネットワークに向けた立地適正化計画の策

定※が進んでおり、都市の再構築に向けた取組を進めているところである。 

 

※平成 30 年 3 月 31 日現在 407 都市が立地適正化計画について具体的な取組を行っている。

このうち、161 都市が平成 30 年 5 月 1 日までに計画を作成・公表済。 

（国土交通省ホームページより） 

 

（２） 都市計画道路の必要性の点検への対応 

○ 都市の骨格を定める都市計画道路について、目指すべき都市構造と対応したもの

であるか、必要な事業の選択と集中が図られているか、再検証が求められる。 

 

都市計画は社会経済情勢の変化を踏まえ適時適切な見直しが行われることが望まし

く、都市の骨格を定める都市計画道路についても、コンパクト・プラス・ネットワーク

など都市の再構築の取組等を勘案しながら、目指すべき都市構造と対応したものである

か、適時適切に検証していくことに加え、実施する事業の選択と集中を行うことが求め

られている。 

 



9 

(ア) 目指すべき都市構造への対応 

○都市計画は、社会経済情勢の変化を踏まえ適時適切な見直しが行われることが望ま

しく、都市の骨格を定める都市計画道路についても、コンパクト・プラス・ネット

ワークなど都市の再構築の取組等を勘案しながら、目指すべき都市構造と対応した

ものであるか、再検証が求められる。 

 

1) コンパクト・プラス・ネットワークへの取組 

コンパクト・プラス・ネットワークの取組と連動して都市計画道路の見直しを行って

いる事例として、五所川原市では、平成 28 年度に見直し検証を実施し、平成 30 年度

の立地適正化計画策定を踏まえ、見直し対象路線の存否について総合的に判断する方針

としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 五所川原市立地適正化計画（案）における目指すべき都市の骨格構造 

（五所川原市立地適正化計画〔基本的な考え方〕[案]平成 30 年（2018 年 2 月）） 
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(イ) 公共事業の選択と集中への対応 

○限られた財政資源の中、効率的に事業を執行していくためにも、必要性の高い路

線・事業への「選択と集中」を図る必要があり、この観点からも、都市計画道路の

適時適切な「見直し」が求められる。 

 

1) 整備優先路線選定の取組 

東京都においては、必要性が確認された都市計画道路の中から、今後 10 年間で優先

的に整備する路線を「優先整備路線」として選定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 東京都における都市計画道路の整備方針の検討の流れ 

（東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）平成 28 年 3 月） 
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2) 財政資源と整備優先性による選択と集中への取組 

大阪府においては、限られた公共投資可能額をできるだけ有効に活用し、効率的・効

果的に都市計画道路を整備する必要があることから、対象路線の整備優先度と概算整備

費用から現在の投資余力を前提として、概ね 30 年以内に整備に着手できるかどうかの

目途について評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 実現性の期間の考え方 
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2. 見直しの課題と対応策の取組事例 

（１） 地方公共団体が抱える見直しの課題 

(ア) 都道府県の見直し実施状況 

未着手路線を有する市区町村においては、都道府県道等の見直しを都道府県が自ら実

施している地域は、市区町村の見直し実施の割合が高い傾向にある。 

 

図 4 未着手都市計画道路(幹線街路)を有する市区町村の見直し実施状況 

(国土交通省調査：H29.3 速報値)  



13 

(イ) 見直しの課題 

○都市計画道路の変更・廃止等の見直しを行う際の主な課題は、「関係主体との調整」

や、「地元との合意形成」が多い。 

○その他、特に人口規模の小さな市町村では、見直しの具体的な進め方の情報不足や、

見直しのための人員の確保が課題となる場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 地方公共団体が抱える見直しの課題（H29 国土交通省調査） 

 

その他については、これまで見直しを未実施である市町村は具体の進め方に関する情

報が蓄積・共有されていないことや、人口規模の小さい市町村においては、公共事業全

般を少人数の担当者で行っており見直しを行う体制の確保が難しい場合がある等の課

題が存在する。 

 

（市町村数） 

主たる課題は 

関係機関との調整や 

地元との合意形成 
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（２） 見直し課題への対応策と取組事例 

(ア) 課題と対応策の傾向 

○国・県・市等関係主体との協議・調整に関する課題に対しては、都道府県と市町村

が共同で見直し作業を実施することや、定期的な情報交換を行って対応している事

例が多い。 

○地元との変更・廃止の合意形成に関する課題に対しては、地元との意見交換や情報

提供に資する場を積極的に開催して対応している事例が多い。 

○他の関連する計画・事業との関係に関する課題に対しては、様々な対応の方法が見

られるが、見直しガイドラインの評価基準を参考に必要性の評価を行って対応した

り、都道府県と市町村が共同で見直し作業を実施したりして対応している事例が見

られる。 

○都市計画の当初決定時の必要性の考え方の検証を求められるといった課題には、見

直しガイドラインの評価基準を参考に必要性の評価を行って対応している事例が

多い。 

 

 

図 6 見直しの課題と対応策の傾向（H29 国土交通省調査） 
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(イ) 「国・県・市等関係主体との協議・調整」への対応策と取組事例 

○都道府県・市町村と共同で見直し作業を実施することのほか、市町村の主体的な取

組を促進する取組として、市町村に対し都道府県が指導・助言を行うことや、他の

地方公共団体における先行的な取組を共有することなど、見直しに必要な視点・内

容や、効率的に進める方法の共有を行っている事例がある。 

 

1) 都道府県の積極的な関与 

青森県では、概ね 10 年で定期的に見直しを行うこととしているが、５年ごとに行わ

れる基礎調査の結果等により適宜見直しを行うよう市町村に積極的に働きかけており、

平成 23 年度までに全市町村で見直しが完了している。さらに現在、２回目の見直し実

施中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 都市計画道路見直しに係る資料作成参考資料 
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2) 定期的な会議や勉強会の実施 

鳥取県では、毎年、都市計画担当者会議を開催し、市町村同士の進捗状況や課題の共

有を図っている。 

また、見直しガイドラインの策定に当たっては、市町村と勉強会を開催し、評価項目

などについて意見交換を行い決定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 都市計画担当者会議次第 

平成２９年度鳥取県市町村都市計画担当者会議 次第 

 

                                           日時：平成２９年７月１９日（水） 

                          午後１時００分～午後３時００分 

場所：中部総合事務所Ｂ棟２階第２０１会議室 

１ 開会 

 

 

２ 議事 

１）国・県の施策や取組状況等について《情報提供》 

 都市政策の最近の動きについて（技術企画課） 

 都市計画法等の改正について（技術企画課） 

 都市計画基礎調査の実施について［お知らせとお願い］（技術企画課） 

 特集！立地適正化計画（住まいまちづくり課） 

 ・ 立地適正化計画の目的・意義は？ 

・ 立地適正化計画の作り方・事例 

 ・ 立地適正化計画を使う（補助事業の活用） 

     ２）提案議題に関する意見交換 

 都市計画道路の見直しに伴う後退土地への対応について（湯梨浜町） 

 都市計画道路見直しの進捗状況について（技術企画課） 

３）フリートーク 

 

 

３ 閉会 
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図 9 都市計画担当者会議資料 

 

都 市 計 画 道 路 の 見 直 し に つ い て  

○  各市町村の都市計画道路の見直しの取組状況を教えてください。  

【背 景】 

近年、急速に進む人口減少や少子高齢化、更にはこれに伴う市街地拡大の収束など都市計画道路を

とりまく社会情勢は大きく変化してきており、また、このような中、全国では都市計画道路の計画決

定に伴い、個人の所有地に一定の建築制限等が課せられることなどから長期未着手路線の都市計画決

定（建築不許可を不服とするもの）に対する訴訟も起きている状況にある。 

本県においても計画決定後、長期未着手のままとなっている都市計画道路は多数あり、各事業主体

において都市計画道路の存続、廃止を踏まえた見直しが急務となっている。 

【経 過】 

 鳥取県都市計画道路見直しガイドラインの策定及び改訂 

  都市計画道路の見直しを行うにあたり、望ましい都市計画道路網を検討し、路線ごとの 

 画の「必要性」「実現性」を総合的に判断して、見直し対象となる路線を抽出するための 

 ガイドラインを策定（平成２１年３月）し、平成２７年３月には一部改訂を行った。 

 平成２７年３月には、改めて各事務所及び市町村に対して都市計画道路の見直しを行っていただ

くよう通知。（ガイドラインに基づいて、機械的に評価した一覧表を併せて参考送付） 

【見直し作業の状況】 

平成２６年度  

＜鳥取市＞  １路線３箇所を廃止。１路線について存続の方針を決定。 

平成２７年度 

＜中部県土＞ １路線の一部区間を廃止。 

平成２８年度 

＜米子市＞  旧市内路線について、市独自評価を加えた存廃方針の整理 ＞順次地元説明 

整備に長期間を要する路線を定め建築制限を緩和する方針を決定 

＜琴浦町＞  ２路線を廃止。 

＜中部県土＞ ２路線の一部又は全部区間を廃止。 

 平成２９年度（予定） 

 ＜西部県土＞ ２路線の一部区間の廃止予定。 

都市計画道路の区域では将来の円滑な整備のため、一定の建築行為を制限 

◆許可不要の行為 

  ・２階建て以下で、地下部分のない木造建築物の改築又は移転 

  ・非常災害のための応急措置    など 

◆許可の条件（必ず許可） 

 建築物が簡易な構造で、かつ、 

 容易に移転・除却が可能なもの。 

 （2階以下の木造建築物など） 

◆必ず許可される条件に該当しない 

 場合の許可の可否は、許可権者で  

 ある市町村が判断 

◆建築不許可に対する訴訟 
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神奈川県では、市町の主体性を尊重した見直しが円滑に進むよう、県と市町の連絡調

整会議を開催し、先行事例を紹介しながら意見交換等を行った。 

 

表 2 都市計画道路見直しに係る連絡調整会議の実施状況 

年度 会議名称 議題 

23 
平成 23 年度都市計画道路見直しに

係る連絡調整会議 

(１)県内の都市計画道路見直し状況 

(２)都市計画道路見直しに関する意見交換 

24 
平成 24 年度都市計画道路見直しに

係る連絡調整会議 

(１)県内の都市計画道路見直し状況 

(２)都市計画道路見直しの結果公表に至る

までのスケジュール 

25 
平成 25 年度都市計画道路見直しに

係る連絡調整会議 

(１)県内の都市計画道路見直し状況 

(２)都市計画道路見直しに関する意見交換 
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3) 見直し促進を図るための事務連絡等の文書の発出 

埼玉県では、年に１回、県内市町に都市計画道路の整備状況や見直しの状況を調査し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 都市計画現況調査依頼文書 

 

 

都 計 第 ４ ０ ９ 号  

平成２９年１１月 ８日  

 

 関係市町都市計画主管課長 様 

 

埼玉県都市整備部都市計画課長  

（ 公 印 省 略 ）  

  

平成２９年度都市計画現況調査に係る「道路基本調書」の作成について(依頼) 

 

 県の都市計画行政につきまして、日頃格別の御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

 さて、「道路基本調書」の作成については、例年、都市計画現況調査の補足資料として作成

をお願いしているところです。 

 本年は、都市計画現況調査に先立って依頼することとしましたので、お忙しいところ誠に恐

縮ですが、下記及び別紙作成要領等のとおり回答してくださいますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 道路基本調書の作成 

   別添で昨年度版の道路基本調書（Excel データファイル）と作成要領をお送りいたします

ので、該当するシート内のデータを平成２９年３月３１日時点に更新し、提出してくださ

い。 

   ※昨年データからの変更が無い場合でも、提出願います。 

 

２ 調査時点 

   調査時点は平成２９年３月３１日現在とします。 

 

３ 提出物 

道路基本調書 

※ファイル内の該当するシート名を電子メール本文に記載のうえ提出してください。 

 

４ 提出期限 

   平成２９年１１月３０日（木） 

 

５ 提出先 

都市計画課施設計画担当    

※ 電子メールの件名および道路基本調書のファイル名は、『【市町村番号 ○○市（町）】

道路基本調書』としてください。 
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(ウ) 「地元と変更・廃止の合意形成が難航」への対応策と取組事例 

○地元との意見交換や情報提供に資する場を積極的に開催し、合意形成を図っている

事例がある。 

 

1) 自治会単位での説明会の開催 

亀岡市では、廃止を検討していた都市計画道路の存在する自治会単位で説明を行い、

地元との合意形成に努め、複数路線を廃止している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 市民説明会資料（１／２） 
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図 12 市民説明会資料（２／２） 
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2) 必要性の検証内容や課題等の地元説明による対応 

湖南市では、必要性低下の実態や、実現を困難にしている課題の有無について、地元

へ説明して理解を求めた結果、複数路線を変更・廃止している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 住民説明会資料（抜粋） 
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(エ) 「他の関連する計画・事業との関係」への対応策と取組事例 

○地区計画や土地区画整理事業、防災計画など、関連計画の変更・廃止に併せて都市

計画道路の必要性や実現性を充分に精査している事例がある。 

 

1) 地区計画の同時指定による対応 

豊川市では、見直し対象としていた路線が市の観光拠点に位置していたことから、自

動車交通量や歩行者動線といった観点からの必要性を検証するとともに、観光地として

の道路のあり方の検討をして、景観に配慮した整備方針及び地区計画を同時指定し、沿

道部（商店街）の活性化を目的とした景観整備等を位置付け、まちづくり交付金を活用

した現道整備にシフトすることで地域の理解を得られた結果、当該路線を廃止と位置づ

けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 地区計画と併せた都市計画道路の見直し事例（１／３） 

 

都市計画道路の見直し（地区計画）
○都市計画道路の廃止と同時に沿道部の地区計画を決定

位 置 豊川市門前町、西本町、旭町、豊川栄町及び豊川西町の各一部

面 積 約１．０ha

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針

地 区 計 画 の 目 標

本区域は、豊川市の中心市街地に位置し、市道稲荷通線（表参道）が東西に貫
いており、また、豊川稲荷の門前町として栄えてきた観光商業地であることから
、魅力ある商業環境や街並みを整え、来訪者や生活者のために歩行環境を整備す
ることなどが課題となっている。
そこで、「商業地としての活気と表参道としての風格が感じられる和風の街並

み形成」を目標とした土地利用や建築物の立地を誘導しながら、より良い商業観
光地の形成を図るものとする。

土 地 利 用 の 方 針 門前町らしい活気ある商業空間を形成する土地利用を図る。

地 区 施 設 の
整 備 の 方 針

市道稲荷通線は、豊川稲荷参拝客の主要動線であるため、歩行者を優先し、バリ
アフリーに努め、かつ、表参道らしさに配慮した景観整備を行い、その維持・保
全に努める。

建 築 物 等 の
整 備 の 方 針

門前町らしい和風の街並みを創出するため、建築物等の用途の制限及び建築物の
高さの最高限度を定め、商業空間の形成とその維持・保全を図る。

地
区
整
備
計
画

地 区 施 設 の
配 置 及 び 規 模

道
路

名 称 幅 員 延 長 配 置

稲荷通線 ５～１１ｍ 約２１１ｍ 計画図表示のとおり

建築
物等
に関
する
事項

建 築 物 等 の
用 途 の 制 限

次に掲げる建築物は建築することができない。
１）個室付浴場業に係る公衆浴場その他これに類するもの
２）倉庫業を営む倉庫

建 築 物 の
高 さ の
最 高 限 度

建築物の高さの最高限度は１２ｍとする。
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図 15 地区計画と併せた都市計画道路の見直し事例（２／３） 
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図 16 地区計画と併せた都市計画道路の見直し事例（３／３） 

 



26 

 

2) 土地区画整理事業の廃止に伴う代替案の検討による対応 

徳之島町では、長期間未着手となっていた土地区画整理事業計画地内の都市計画道路

の事業化が困難と判断し、代替案を検討した結果、土地区画整理事業の廃止と併せて１

路線を廃止とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 土地区画整理事業廃止に伴う都市計画道路の見直し事例 
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3) 新たな防災計画の進捗と連動した見直し 

陸前高田市では、新たな防災計画の進捗による道路ネットワークの再検証により、一

部区間の廃止及び延伸を決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 新たな防災計画の進捗と連動した見直し事例（１／２） 
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図 19 新たな防災計画の進捗と連動した見直し事例（２／２） 

※アップルロードは県道 38 号の愛称 
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4) その他関連計画と連携した見直し 

津久見市では、未着手となっている鉄道と立体交差する都市計画道路について、踏切

付近の事故危険箇所を早期に解消する等の観点から、新たに幹線道路を計画するなど、

ネットワークの見直しを図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 他の関連計画と連携した見直し事例 

 

水晶山
再開発拠点

国道２１７号

国道２１７号

市道徳浦松崎線

凡 例

新規計画

高速道路

国 道

県 道

市 道

中心市街地拠点

堅浦地区
物流拠点

国道２１７号平岩松崎バイパス L=1.65km
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(オ) 「当初決定時の必要性の考え方の検証」への対応策と取組事例 

○都市計画の当初決定から相当期間が経っている未整備路線については、都市計画決

定時と現在の道路の機能を比較し、評価を行っている事例や、地域特性を考慮し評

価項目を追加している事例がある。 

 

1) 長期未着手路線への対応 

富岡市では、計画決定から２０年程度経過している路線について、交通量の低下など

必要性の低下について課題の有無を検討し、平成２４・２５年度の見直し検討で全線廃

止候補を１路線、廃止区間を含む変更候補を４路線、位置づけた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 長期未着手都市計画道路の見直し事例（１／２） 
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図 22 長期未着手都市計画道路の見直し事例（２／２） 
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2) 地域特性を考慮した評価項目を追加した事例 

唐津市では、評価項目に物流交通・観光名所へのアクセス等、市の地域特性を考慮し

た項目を追加設定し、地域の実情をより具体的に反映した評価を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 地域特性を考慮した評価項目を追加した事例（１／３） 
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図 24 地域特性を考慮した評価項目を追加した事例（2／３） 
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図 25 地域特性を考慮した評価項目を追加した事例（３／３） 
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(カ) 「事業着手済み箇所との整合」への対応策と取組事例 

○見直しガイドラインにおいて、現状の道路機能を勘案し、現道に合わせた都市計画

変更を行うことを位置付けている事例や、都市計画道路以外の整備済み幹線道路を

ネットワークの一部として評価している事例がある。 

 

1) 現状の道路機能を踏まえた幅員の変更 

 大阪府では、平成 22 年度に策定した見直しガイドラインで、見直しのパターンとし

て現状の幅員で機能が十分に発揮できる路線等は、現道に合わせた幅員変更を行うよう

に位置付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 見直しのパターン 
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2) 都市計画道路以外の幹線道路のネットワーク上の評価 

北九州市では、平成 16 年に策定した再編素案において、幹線道路ネットワークを考

える際には都市計画道路以外の幹線道路（国道、県道など）を加えて再構築を図ること

とし、都市計画道路のみによる道路ネットワークの構築という考え方を取らないことに

した。その結果、道路ネットワークの構成がより実態的なものになり、検討対象路線の

必要性の評価が明確になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 都市計画道路以外の幹線道路をネットワークとして評価した事例 
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(キ) 「建築制限に関する調整」への対応策と取組事例 

○建築制限と見直しの関係をガイドラインで明確化している事例がある。 

 

1) 建築制限と見直しの関係の考え方の明確化 

東大阪市では、都市計画法 53 条に係る建築制限について、必要性が高いと評価され

た路線（区間）のうち、沿道容積率が 200％以下であれば存続とし、200％を超えてお

り概ね 30 年以内に整備着手が見込めない路線については、建築制限への影響が大きい

ため見直しを検討することをガイドラインに位置付けている。 
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(ク) 「変更による道路構造令との不適合」への対応策と取組事例 

○現行の道路構造令に適合しない現道が存在する場合は、求められる機能等の必要性

を検証し現道幅員への都市計画変更を行うことや、見直しガイドラインにおいて都

市計画道路への適用の考え方を明記するといったことが考えられる。 

 

1) 現道幅員に応じた柔軟な変更による対応 

相模原市では、既決定の未着手都市計画道路の代替路線と考えていた現道は、自転車

走行空間を設けようとすると、現行道路構造令に適合しない状況であったが、既決定の

都市計画道路の幅員と同規模以上であることから、自転車走行空間を設けなくとも求め

られる機能を有していると判断し、現道を代替路線として選定し現道幅員の範囲で都市

計画変更を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 現道幅員での変更に関する見直し資料（１／２） 

【標準断面図】 

 

 

 

 

車道
３．０ｍ

その他施設
０．５ｍ

自転車道
２．０ｍ

停車帯
１．５ｍ

道路幅員 ２０ｍ

車道
３．０ｍ

その他施設
０．５ｍ

自転車道
２．０ｍ歩道

２．０ｍ

植樹帯
１.０ｍ

植樹帯
１.０ｍ

歩道
２．０ｍ停車帯

１．５ｍ

3・6・6号町田新磯線 
①廃止区間 

市道磯部上出口 
②現道（代替）区間 

3・6・6号町田新磯線 
③新たなまちづくりに合わせて 
都市計画変更している区間 

【当該箇所の都市計画道路の見直しの概要】 

○都市計画道路３・６・６号町田新磯線の一部区間の廃止（現道を代替路線として変更） 

 （勝坂交差点付近～新戸交差点付近の区間） 

・町田新磯線は、昭和３１年に町田市境から座間市境までの幹線道路として、都市計画決定されている。 

・都市計画道路の見直しにより、当該路線の勝坂交差点付近から新戸交差点付近の未整備区間を廃止した。（Ｈ２９．６．１５告示） 

・当該区間の廃止に併せ、整備済の市道磯部上出口（勝坂交差点付近から上磯部交差点までの区間）を都市計画道路の代替路線として都市計

画を変更した。（Ｈ２９．６．１５告示） 

 

【都市計画変更による道路構造令との適合について】 

・代替路線として都市計画道路に定めた現道の市道磯部上出口は、自転車走行空間を確保していない幅員１２ｍで整備されている。 

・当該箇所に接続している町田新磯線の麻溝台八丁目交差点から勝坂交差点付近の区間は、新たなまちづくりに合わせ、自転車走行空間を確

保した幅員２０ｍで都市計画を変更している。（Ｈ２６．５．３０告示） 

・道路構造令の主旨としては自転車道や自転車通行帯を設け自転車走行空間を創出し連続性を確保することが望ましいが、代替路線である現

道は自転車走行空間を確保できておらず自転車ネットワークが形成されないという状況が生じたが、廃止した町田新磯線の幅員１１ｍと同

規模以上の幅員を確保できていることから、支障が無いと判断した。 
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図 29 現道幅員での変更に関する資料（２／２） 

 

 

【平面図】 
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2) 道路構造令への適用の考え方の明確化 

島根県では、平成 17 年３月に策定した「都市計画道路見直しの基本方針」において、

道路構造令の適用の考え方を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 30 道路構造令への適用の考え方に関する資料 
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(ケ) その他の課題への対応策と取組事例 

○人材不足や見直し体制の確保に関する課題に対しては、コンサルタントへの委託を

行うことや、複数の自治体をつなぐ複数路線の見直しについて国・県・市町村が連

携して広域的な見直しを行うといった事例がある。 

 

1) コンサルタントへの委託による人員不足への対応 

雲南市では、国道の都市計画変更に併せて県道・市道も変更を行うことになったが、

それぞれが連携して作業を進める際に市としては人員が不足していたため、コンサルタ

ントへ業務の委託を行うことでスムーズな見直しが可能となった。 
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2) 複数の自治体にまたがる路線の見直しへの対応 

熊本県内では、３つの自治体をつなぐ複数路線について、各自治体間の調整が難航し

ていたため、平成 28 年度に県が主体となり広域的な見直しを行い調整を図ることで、1

路線を廃止と位置付けたほか、当初は廃止の方向で進めてきた 1 路線を存続路線として

位置付けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31 複数の自治体にまたがる路線の見直し事例（１／２） 

業務フロー 

対象自治体 
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図 32 複数の自治体にまたがる路線の見直し事例（２／２） 

 

 

荒尾都市計画区域 

玉名都市計画区域 

長洲都市計画区域 

 荒尾・玉名・長洲の各都市計画区域において、都市計画道路の計画がなされていたが、区域境

整合が取れていない等の課題があった。 

そのため、熊本県、荒尾市（都市計画課）、玉名市（建設課）及び長洲町（建設課）で合同会議

を開催し、広域的な観点から都市計画道路の見直しの検討を行った。 

各自治体の都市計画区域 
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（参考） 

（１） 第２回都市施設ワーキンググループ配布資料 
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（２） 都市計画道路の現状 

○平成２９年 3 月末時点で、都市計画道路（幹線街路）の計画延長約 6.4 万 km の

うち、未着手区間は約 2.0万 km（31.7%）となっている。 

○ 全国の約８割の地方公共団体が都市計画道路の見直しを実施済であるが、地域ご

とに取組状況に差がある。 

 

(ア) 都市計画道路の整備状況 

 都道府県・政令市への調査の結果、平成 29 年 3 月末速報値では、全国の幹線街路の

計画延長約 64千 kmのうち、改良済延長は約 41千 km、事業中延長は約 2.4千 km、未着

手区間延長は約 20千 kmであり、計画延長の約 31.7%が未着手となっている。 

 

 

0%

10%

20%

30%

40%

0

20

40

60

80

100

H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3

延長（千km）

35.1% 34.3%
33.6%

32.9%
31.7%32.2%

平成23年度末

平成28年度末

未着手延長の割合

計画延長

64千km

改良済み延長

41千km

事業中延長

2.4千km

未着手延長
20

千km

計画延長
65千km

改良済み延長

40千km

事業中延長

2.5千km

未着手延長
23千km

 

図 33 全国の都市計画道路（幹線街路）の整備状況 

（国土交通省調査：H29.3速報値）
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表 3 都市計画道路（幹線街路）の整備状況（都道府県別） 

（平成 29 年 3 月末時点（速報値）） 

改良済み延長
（ｋｍ）

事業中延長
（ｋｍ）

未着手区間延長
（ｋｍ）

北海道 4793.3 3746.6 60.1 986.5 20.6

青森県 1023.3 576.6 11.5 435.2 42.5

岩手県 1134.0 665.4 44.7 423.9 37.4

宮城県 1353.2 771.8 104.9 476.6 35.2

秋田県 830.8 473.4 15.0 342.4 41.2

山形県 1077.5 634.3 23.7 419.5 38.9

福島県 1392.2 873.2 112.9 406.1 29.2

茨城県 2495.2 1584.7 132.1 778.5 31.2

栃木県 1473.0 953.7 66.9 452.5 30.7

群馬県 1611.2 830.4 93.2 687.7 42.7

埼玉県 2587.5 1646.4 119.1 822.1 31.8

千葉県 2466.2 1366.5 114.0 985.7 40.0

東京都 2974.8 1852.1 265.9 856.8 28.8

神奈川県 2259.4 1382.5 73.3 803.6 35.6

山梨県 442.8 262.8 8.1 171.9 38.8

長野県 1524.1 690.0 25.9 808.2 53.0

新潟県 1693.3 1035.1 52.6 605.6 35.8

富山県 900.3 673.0 17.4 209.9 23.3

石川県 917.6 671.7 27.2 218.6 23.8

岐阜県 1446.1 770.4 38.8 636.9 44.0

静岡県 2157.1 1239.5 65.5 852.1 39.5

愛知県 4509.5 3209.8 129.9 1,169.9 25.9

三重県 1223.0 654.0 83.2 485.8 39.7

福井県 746.0 539.5 27.9 178.7 24.0

滋賀県 945.3 407.9 9.1 528.3 55.9

京都府 1079.4 698.6 26.7 354.1 32.8

大阪府 2171.9 1607.4 52.5 512.0 23.6

兵庫県 2343.1 1755.9 47.9 539.3 23.0

奈良県 779.3 406.2 35.8 337.2 43.3

和歌山県 486.1 271.7 30.3 184.1 37.9

鳥取県 460.5 330.0 7.5 123.1 26.7

島根県 407.6 302.2 6.7 98.7 24.2

岡山県 985.1 586.3 38.3 360.5 36.6

広島県 1206.7 797.7 76.8 332.2 27.5

山口県 990.7 604.0 42.2 344.5 34.8

徳島県 328.4 246.8 7.8 73.8 22.5

香川県 529.4 399.6 24.1 105.8 20.0

愛媛県 592.9 379.1 14.5 199.4 33.6

高知県 386.0 286.9 17.5 81.6 21.1

福岡県 2305.1 1464.0 108.1 733.0 31.8

佐賀県 494.5 354.3 7.3 132.8 26.9

長崎県 466.3 378.0 24.9 63.5 13.6

熊本県 638.4 422.7 8.6 207.2 32.4

大分県 832.9 508.6 15.6 308.7 37.1

宮崎県 981.1 709.6 15.8 255.7 26.1

鹿児島県 874.9 697.6 19.8 157.6 18.0

沖縄県 626.9 518.2 66.1 42.7 6.8

全国計 63944.0 41236.3 2417.6 20290.1 31.7

都道府県名
計画延長
（ｋｍ）

未着手延長の割合
（％）

 

※ 国土交通省調査結果により作成。 

※ 幹線街路とは、都市内におけるまとまった交通を受け持つとともに、都市の骨格を形成する道路。 
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(イ) 都市計画道路の見直しガイドライン策定状況 

都道府県・政令市への調査の結果、平成 29年 12月 1日時点（速報値）において、す

べての都道府県(47 団体)でガイドラインが策定され、政令市（20 団体）についても、

ガイドラインを策定したか、県のガイドラインに従って見直しが進められており、都道

府県・政令市（67 団体）の全てで策定されている。さらに 1 回目策定済みの団体のう

ち、17団体が２回目策定済み、２団体が３回目作成済みとなっている。 

またガイドラインをホームページ上で公表している団体は、55団体となっている。 

※団体数には、県のガイドラインに従っている政令市を含む。 

 

 

図 34 都市計画運用指針発出以降の都市計画道路見直しガイドライン策定状況 

（国土交通省調査：H29.12.1 速報値） 

 

 



54 

（３） 地方公共団体の見直しの加速に対するこれまでの取組 

○過去３度（H12・H18・H23）にわたり「都市計画運用指針」を発出し、地方公

共団体において都市計画道路の必要性について再検証を行い、必要に応じて、廃止

や幅員変更などの都市計画変更を行うことを助言してきた。 

 

○平成 29年 7月に都市計画道路の見直しの手引きを発出し、全国の都道府県・政令

市が策定した見直しガイドラインについて、見直しの手順や観点等を整理した。 

 

○都市計画決定主体である地方公共団体において都市計画道路の必要性について検

証を行い、その結果を踏まえて、廃止や幅員変更等を行うよう、その取組を促して

きたところだが、さらなる地方公共団体の対応が望まれる。 

 

    

表 4 都市計画運用指針（第９版：平成 30 年 7 月） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ－２－２ 都市施設  Ⅱ）施設別の事項  Ａ．交通施設  Ａ－２．道路 

２．道路の都市計画の考え方 

（８）道路に関する都市計画の見直し 

 道路の都市計画については、都市計画基礎調査や都市交通調査の結果等を踏まえ、ま

た、地域整備の方向性の見直しとあわせて、その必要性や配置、構造等の検証を行い、必要

がある場合には都市計画の変更を行うべきである。この場合、地域整備の在り方とあわせて、

地域全体における都市計画道路の配置、構造等についての検討を行うべきであり、また、過去

に整備された道路の再整備についても、必要に応じ検討を行うことが望ましい。また、都市計画

道路の変更を行う場合には、その変更理由を明確にした上で行うべきである。 

 長期にわたり未整備の路線については、長期的視点からその必要性が従来位置づけられ

てきたものであり、単に長期未着手であるとの理由だけで路線や区間毎に見直しを行うこと

は望ましくないが、目指すべき都市構造を踏まえ必要と判断される場合は、都市全体あるい

は関連する都市計画道路全体の配置等を検討するなど都市計画を見直し、必要に応じて

都市計画を変更するべきである。これらの見直しを行う場合には、都市計画道路が整備され

ないために通過交通が生活道路に入り込んだり、歩行者と自動車が分離されないまま危険な

状態であるなど対応すべき課題を明確にした上で検討を行う必要がある。 

 都市計画道路の廃止や幅員の縮小は、例えば都市の将来像の変更に伴い想定していた市

街地の拡大が見直されるなどにより当該道路の必要性がなくなった場合や、都市計画道路の

適切な代替路線を別途計画する場合等が考えられるが、変更を行う場合にはその変更理由

を明らかにした上で行うべきである。また、代替路線を計画する場合は、新たな建築制限が課さ

れる関係者を含めた地域社会の合意形成の必要性も念頭において検討を行うことが必要であ

ると考えられる。 
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図 35 多くの都道府県・政令市の見直しガイドラインにおいて 

採用されている都市計画道路見直しの検討の流れ 

（都市計画道路の見直しの手引き（総論編）：平成 29 年 7 月） 



56 

 

都市計画運用指針発出（平成 12 年 12 月）から平成 29 年 3 月末速報値までに、全国

で約 2,500路線、約 2,900㎞の都市計画道路の廃止（一部廃止を含む）が行われている。 

 

表 5 都市計画道路（幹線街路）の変更・廃止状況 

（国土交通省調査：H29.3 速報値） 

北海道 1 1 14 55 48.9 20 8.1 29 32.4
東北 6 1 38 267 320.4 31 26.1 42 108.4
関東 9 5 55 276 322.1 58 46.4 57 61.3
北陸 3 1 24 169 158.0 22 17.7 51 63.2
中部 4 3 42 214 243.0 23 16.6 51 49.8
近畿 7 4 86 796 1009.9 43 25.4 82 86.0
中国 5 2 28 177 164.2 28 15.8 67 51.3
四国 4 0 31 172 158.9 11 5.5 30 24.7
九州 7 3 61 373 440.2 26 30.6 50 66.5
沖縄 1 0 1 2 3.0 0 0.0 0 0.0
合計 47 20 380 2501 2868.60 262 192.0 459 543.6

路線数
延長
（ｋｍ）

路線数
延長
（ｋｍ）

都市計画決定権者 廃止 ルート変更 幅員変更

都道府県 政令市 市町村 路線数
延長
（ｋｍ）

 

※1 ルート変更延長は変更した区間の変更前の延長である。 

※2 ルートも幅員も変更している区間は重複して集計している。 

※3 四捨五入の関係で各ブロックの値の合計と合計の欄の値が一致

しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 36 年度ごとの都市計画道路（幹線街路）の変更・廃止状況 

（国土交通省調査：H29.3 速報値） 
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表 6 都市計画運用指針発出（平成 12 年 12 月）以降の 

都市計画道路（幹線街路）の変更・廃止状況 

 
（平成 29 年 3 月末時点（速報値）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 国土交通省調査結果により作成。 

※ ルート変更延長は変更した区間の変更前の延長である。 

※ ルートも幅員も変更している区間は重複して集計している。 

※ 四捨五入の関係で各都道府県の値の合計と合計の欄の値が一致しない場合がある。 

※ 幹線街路とは、都市内におけるまとまった交通を受け持つとともに、都市の骨格を形成する道路。 

路線数 延長（ｋｍ） 路線数 延長（ｋｍ） 路線数 延長（ｋｍ）

北海道 55 48.9 20 8.1 29 32.4

青森県 66 97.6 1 1.2 15 66.9

岩手県 40 38.7 9 9.4 8 15.4

宮城県 61 90.1 7 1.5 3 6.7

秋田県 45 45.2 4 1.6 2 0.8

山形県 27 27.7 0 0.0 4 3.7

福島県 28 21.1 10 12.4 10 15.0

茨城県 45 41.6 17 16.5 3 7.5

栃木県 14 17.1 9 8.0 13 12.2

群馬県 16 21.8 1 0.3 0 0.0

埼玉県 64 77.5 9 5.0 19 19.9

千葉県 28 31.0 4 5.4 7 8.4

東京都 2 1.8 0 0.0 1 2.8

神奈川県 41 45.1 8 5.2 6 3.3

山梨県 10 12.6 0 0.0 0 0.0

長野県 56 73.5 10 6.0 8 7.1

新潟県 29 25.7 2 0.1 2 2.9

富山県 43 43.4 5 2.0 8 13.0

石川県 97 88.9 15 15.7 41 47.4

岐阜県 51 67.4 5 2.1 20 18.0

静岡県 82 99.3 4 4.5 3 6.9

愛知県 43 35.9 8 4.4 21 16.7

三重県 38 40.5 6 5.6 7 8.3

福井県 11 10.8 0 0.0 1 0.6

滋賀県 41 50.8 10 5.9 5 4.8

京都府 133 137.7 10 5.3 4 1.6

大阪府 347 469.8 2 1.4 24 25.7

兵庫県 178 194.7 13 5.5 39 36.8

奈良県 35 57.5 3 1.5 6 13.1

和歌山県 51 88.5 5 5.8 3 3.5

鳥取県 3 1.9 0 0.0 0 0.0

島根県 36 23.2 9 4.7 36 29.0

岡山県 64 72.7 12 7.1 11 7.3

広島県 68 58.7 5 3.4 19 13.4

山口県 6 7.7 2 0.6 1 1.7

徳島県 26 23.4 0 0.0 5 2.9

香川県 82 88.2 5 3.4 20 16.2

愛媛県 45 30.9 6 2.1 4 4.4

高知県 19 16.5 0 0.0 1 1.2

福岡県 121 184.4 9 17.2 16 22.1

佐賀県 18 18.3 4 2.3 4 2.6

長崎県 94 92.0 2 4.0 4 5.7

熊本県 42 58.7 0 0.0 12 19.6

大分県 30 40.5 3 3.5 8 14.9

宮崎県 29 23.9 4 1.9 2 0.6

鹿児島県 39 22.5 4 1.7 4 1.0

沖縄県 2 3.0 0 0.0 0 0.0

合計 2,501 2,868.6 262 192.0 459 543.6

都道府県名
廃止 ルート変更 幅員変更

※ 国土交通省調査結果により作成


